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【東海不動産公正取引協議会 静岡地区調査指導委員会】（2022年９月１日現在）
 不動産広告作成時の自主点検表
規約・規則とは「不動産の表示に関する公正競争規約及び同施行規則」、景品規約とは「不動産業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約」をいいます。
	点検項目
	規約・規則
	注意事項
	点検欄

	予告広告
	規約4条

規則5条
	予告広告とは、販売区画（住戸）数が２以上の分譲宅地、新築分譲住宅、新築分譲マンション、新築賃貸マンション（アパート）、一棟リノベーションマンションであって、かつ、価格や販売区画（住戸）数が確定していないため、直ちに取引することができない物件の広告をいいます。
　予告広告においては、本広告を行い、取引を開始するまでは契約及び予約の申込みに一切応じない旨などを記載する必要があります。
	

	広告表示の開始時期の制限
	規約5条
	　宅地造成又は建物建築に関する工事の完了前は、宅建業法第33条に規定する許可等の処分があった後でなければ、取引に関する広告はできません。
	

	建築条件付土地販売の明示事項
	規約6条
	建築条件付土地販売の広告においては、①建築条件付きである旨、②建物請負契約を締結すべき期限、③建築条件が成就しない場合は、土地売買契約は解除され、かつ、土地購入者から受領した金銭は、遅滞なく返還する旨を、明示しなければなりません。※建築条件は原則、売主である宅建業者でなければ付けることができません。
	

	必要な表示事項
	規約8条
規則4条
	広告媒体（新聞、チラシ、ネット）ごと、物件種別ごと、に必要表示事項が定められています。同条に規定する別表1～10をご確認下さい。
	

	特定事項の明示義務
	規約13条
	特定事項とは、物件の地勢、形質、立地、環境等に関する事項又は取引の相手側に著しく不利な取引条件（デメリット）をいいます。例えば、①市街化調整区域につき宅地造成及び建物建築は不可。②公道に2ｍ以上接していない土地のため再建築不可。③セットバック要、セットバック部分の面積
○○㎡。④軟弱地盤につき土地改良工事要。⑤高圧線路下の土地につき建築制限有り。⑥崖下のため建築制限有り。････等
	

	特定用語の使用基準
	規約18条
	【特定用語とは】
（1）完全・完ぺき・絶対、万全など、まったく手落ちがないことを意味する
用語
（2）日本一、業界一、超〇〇、抜群など競争事業者の供給するもの又は競争
事業者よりも優位に立つことを意味する用語
（3）特選、厳選など、一定の基準により選別されたことを意味する用語

（4）最高、最高級、極〇〇、特級など、最上級を意味する用語

（5）買得、堀出、格安、投げ売り、破格、激安など、著しく安いという印　　
　　 象を与える用語
（6）〇〇完売など、著しく人気が高く、売れ行きが良いという印象を与える
用語
【使用基準】
これらの用語を使用する場合は、当該表示内容を裏付ける合理的かつ客観
的な根拠を持ち合わせている必要があります。上記（4）と（5）については、その根拠となる事実を併せて表示する必要があります。
	

	不当な二重価格表示の禁止（ 〇〇〇万円  ⇒ 〇〇〇万円 ）
	規約20条
規則13条
	【表示基準】
（1）比較できる過去の販売価格は、値下げの２か月以上前に公表された価格であって、かつ、値下前２か月以上にわたって実際に販売のために公表していた価格であること。
（2）二重価格表示は、値下時期から6か月以内に行うこと。
（3）土地（現況有姿分譲を除く）又は建物（リゾートクラブ会員権を除く）
について行う表示であること（賃貸物件は不可）。
（4）過去の販売価格及び値下げ後の販売価格の公表時期を明示すること。
	

	おとり広告の禁止
	規約21条
	おとり広告とは、存在しない物件、存在するが取引の対象とはなり得ない物件、取引する意思がない物件の広告をいいます。成約物件や売止物件を削除せず、いつまでもネット上に掲載しておくのも、おとり広告に該当します。
	

	不当表示の禁止
	規約23条
	不当表示とは、物件の形質、都市計画法の利用制限、設備・生活関連施設、環境、写真・絵図、価格、取引条件、事業者の信用等について、実際のものよりも優良・有利であると誤認させるものをいいます。
	

	表示基準
	規則10条
	物件の価格・面積などの表示の特例
（1）すべての土地及び建物価格を表示することが困難であるとき
パンフレット等の媒体を除き、最低価格、最高価格並びに最多価格帯及びその価格帯に属する区画（住戸）数を表示することができます。10未満である場合は、最多価格帯の表示を省略することができます。
（2）すべての賃貸住宅の賃料を表示することが困難であるとき
　最低賃料及び最高賃料を表示することができます（○○万円～〇〇万円）。
（3）すべての土地・建物面積を表示することが困難であるとき

　パンフレット等の媒体を除き、最小面積及び最大面積のみを表示すること
ができます。（例：土地面積〇〇〇㎡～〇〇〇㎡）
（4）賃貸物件における礼金・敷金・保証金・共益費・管理費等の表示

　借主が支払う費用については、すべて記載する必要があります。退去準備
金や契約一時金、住宅損害保険料、家賃保証契約料などがあれば表示します。
礼金、敷金以外の用語を使用するときは、その用語の性格・性質（返還さ
れるか否か等）を記載するようにして下さい。
（5）写真・絵図・コンピュータグラフィックスの表示
物件の写真は、取引する物件の写真を掲載しますが、建築工事完了前のときは、施工者が施工したものであって、規模、形状、色が類似するものを使用することができます。絵図は、現状に反しない範囲内で使用することができます。　
（6）住宅ローン返済例の表示
金融機関の名称若しくは金融機関の種類、借入金の利率、利息を徴する方式、借入金・返済期間、利率の返済例に係る前提条件を表示します。
	

	景品類の提供の制限
	規約3条
	景品とは原則、懸賞による金品・物品の提供、経済上の利益の提供をいいます。値引き・割引き、不動産又はその取引に付属すると認められる経済上の利益は、景品ではありません。
【景品の上限額等】
（1）一般懸賞景品（来場者、購入者等に抽選で提供するもの）
　　 取引価額の20倍又は10万円のいずれか低い価額。
（2）総付景品（購入者全員に又は先着順で提供するもの）
　　 取引価額の10％又は100万円いずれか低い価額。
（3）取引価額とは
取引態様が売主の場合は物件の価格、媒介の場合は、媒介報酬の上限額。
	


※不動産の景品及び表示に関する公正競争規約（別表１～10を含む）は、（公社）首都圏不動産公正取引協議会の
HP〔https://www.sfkoutori.or.jp〕で見ることができます。
